
【⼯事】
○災害協定の締結

○ICT施⼯技術の施⼯実績（廃⽌） ⇒

○週休2⽇制度適⽤実績（廃⽌） ⇒

○技能者の登録
・評価対象業種を拡⼤

◯継続教育（CPD）の取組状況
・新型コロナウィルス感染症の影響による評価基準の暫定措置の縮⼩

本来の評価基準「公告⽇から過去⼀年以内に証明期間の⼀部が含まれていること。」の下線部に
ついて、当⾯の間、過去⼆年以内と読み替えて評価
 暫定措置の縮⼩ 【旧】過去三年以内 ⇒ 【新】過去⼆年以内

 県⼟整備部が発注する⼟⽊⼀式⼯事から全部局が発注する全ての⼯事に拡⼤

 週休2⽇制の更なる普及を図ることを⽬的に、過去１年間の週休2⽇制モデル⼯事の実績を評
価する⽅法を廃⽌し、当該⼯事で４週８休以上⼯事現場を閉所する週休2⽇制適⽤⼯事の実施を
宣誓した企業を評価する⽅法に変更（評価点１点）

週休２⽇制の適⽤（新設）
・評価基準・評価⽅法の⾒直し

・評価基準・評価⽅法の⾒直し
ＩＣＴ施⼯技術の活⽤（新設）

 ICT施⼯技術の更なる普及を図ることを⽬的に、過去２年間のICT施⼯技術を活⽤した⼯事の
実績を評価する⽅法を廃⽌し、当該⼯事でICT施⼯技術の活⽤を宣誓した企業を評価する⽅法に
変更（評価点１点）
 また、簡易型におけるICT施⼯技術の施⼯計画を求める評価⽅法についても廃⽌する。

（⼟⽊⼀式⼯事、舗装⼯事以外）現⾏のとおり
 ① ⼭梨県地域防災計画に掲載される各種協定の締結あり
 ② 対象協定の締結なし

⇒ 評価点２点
⇒ 評価点０点

 ①「災害時における応急対策業務に関する基本協定」
                                              （（⼀社）⼭梨県建設業協会） の締結あり
 ② 上記以外の⼭梨県地域防災計画に掲載される各種協定の締結あり
 ③ 対象協定の締結なし（上記①、②以外）

⇒ 評価点２点
⇒ 評価点１点
⇒ 評価点０点

（⼟⽊⼀式⼯事、舗装⼯事）

 「地域の守り⼿」として災害時等に最前線で機動的かつ迅速に対応する「災害時における応急
対策業務に関する基本協定」を⾼く評価し、⼟⽊⼀式⼯事及び舗装⼯事において評価基準を⾒直
す。

・評価区分・配点の⾒直し

総合評価にかかる事項を下記のとおり⼀部改正し、令和5年4⽉1⽇以降に公告する案件に適⽤する。

令和5年度 総合評価改正概要



◆令和5年４⽉ ⼭梨県 建設⼯事 総合評価関連 改正事項⼀覧

○：改正あり ◇：関連あり
品確法運⽤指針：改正品確法第22条に基づく発注関係事務の運⽤に関する指針(R2.1.30)

地域精通度の施⼯実績
実績期間の変更
【新】平成20年4⽉1⽇以降 【旧】平成19年4⽉1⽇以降

○

変更箇所 概  要
実施
要領

ｶﾞｲﾄﾞ
ﾗｲﾝ

実施
⽅針

同種⼯事の施⼯実績
実績期間の変更
【新】平成20年4⽉1⽇以降 【旧】平成19年4⽉1⽇以降

○

災害協定の締結

評価区分・配点の⾒直し
【新】 ⼟⽊⼀式⼯事、舗装⼯事のみ         ⼟⽊⼀式⼯事、舗装⼯事以外

【旧】

○ ○

ＩＣＴ施⼯技術の活⽤

【廃⽌】①ICT施⼯技術の施⼯実績
【廃⽌】②ICT施⼯技術の施⼯計画

評価基準・評価⽅法の⾒直し
【新】
当該発注⼯事において、ＩＣＴ施⼯技術の活⽤を宣誓した企業を評価（評価点1点）
※受注者希望型で発注する⼯事に限る
※⼊札参加者の宣誓（技術評価様式２７）を審査し評価
 (ＪＶの場合、代表構成員の申請（宣誓）により企業体を評価）
【廃⽌】
①予定価格1億円以上の⼯事に適⽤し、四半期毎の公告⽇に応じた直近過去2年でICT施⼯
技術の施⼯実績のある企業を評価
※⼊札参加者の申請（技術評価様式２５）を審査し評価
②ＩＣＴ施⼯技術の活⽤について提案された施⼯計画を審査し評価

○ ○

週休２⽇制の適⽤

【廃⽌】週休2⽇制度適⽤実績

評価基準・評価⽅法の⾒直し
【新】
    予定価格５千万円未満の⼯事に適⽤し、⼭梨県各部局で別に定める「完全週休２⽇制
を確保するモデル⼯事実施要領」等に基づき、４週８休以上⼯事現場を閉所する週休２
⽇制適⽤⼯事の実施を宣誓した企業を評価する。
（評価点1点）
※受注者希望型で発注する⼯事に限る
※⼊札参加者の宣誓（技術評価様式２６）を審査し評価
【廃⽌】
四半期毎の公告⽇に応じた直近過去1年で週休⼆⽇制モデル⼯事（4週６休以上）の実績
のある企業を評価
※⼊札参加者の申請（技術評価様式２４）を審査し評価

○ ○

技能者の登録
評価対象業種の拡⼤
【新】全部局が発注する全ての⼯事
【旧】県⼟整備部が発注する⼟⽊⼀式⼯事

○

継続教育（CPD）の取組状況

新型コロナウィルス感染症の影響による暫定措置を継続
本来の評価⽅法「公告⽇から過去⼀年以内に証明期間の⼀部が含まれていること。」の
評価基準について
【継続】当⾯の間、「公告⽇から過去⼀年以内」を
「公告⽇から過去⼆年以内」と読み替えて評価

※R2暫定措置：R2.5.1〜「公告⽇から過去⼆年以内」
※R3、R4暫定措置：R3.4.1〜「公告⽇から過去三年以内」

○


